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M E S S A G E スマートフォン（以下、スマホ）は社会生活
にさまざまな影響を及ぼしている。野村総合研
究所（NRI）が2018年 7 月から 8月にかけて実
施した「生活者 1万人アンケート調査」によれ
ば、10〜40代まで男女共にスマホの所持率は 9
割以上となっている。仕事以外で 1日にインタ
ーネットを利用している時間は10代230分、20
代227分、30代145分、40代111分となっている。
09年との対比で見ると10代は2.5倍増、20代は
2.7倍増、30代は2.4倍増、40代でも2.2倍増とな
っており、スマホの普及によりインターネット
利用時間は大きく増加した。230分といえばほ
ぼ 4時間であり、10代、20代の若者は、学校や
職場で過ごす時間や睡眠時間を除くと、終日イ
ンターネットを見続けているような生活である。
インターネットで何をしているかというと、

「無料動画の視聴」「SNSでの友人とのやり取
り」「位置情報（地図）の利用」「他人のSNSの
閲覧」の順に利用頻度が高い。とりわけ、最近
では動画の視聴時間が伸びている。一方、テレ
ビの視聴時間は若年層を中心に減少が続いてい
る。同調査では平日 1日のテレビの平均視聴時
間を尋ねているが、10代で見ると09年の140分
から18年には104分と 3割弱も減っている。20
代より上の世代でも、10代ほどではないがテレ
ビ離れは着実に進んでいる。
10代から40代、50代までの家族がリビングに
一堂に集まっていても、テレビ番組がバックで
流れているかもしれないが、家族はそれぞれの
スマホを見入っていて、動画を視聴したり友人
とチャットをしたりと自分の世界に入ってい
る。家族が時間や空間を共有する「お茶の間」
は消失しており、リビングにいてもお互いに言
葉も交わさない「背中合わせ」の状態になって
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いる家庭が多いのではないか。
ネット上のコミュニティ空間で過ごす時間が
長くなり、濃厚な情報交換を重ねると、関心事
への「こだわり」がどんどん強まっていく。気
がつくと店頭にはない、趣味の高価なレア物を
ネット通販でひそかに購入していることもあ
る。このように嗜好的なこだわり消費が高まっ
ている。
NRIの調査では、10〜20代のネット通販の年
間利用回数は40〜50回であり、ほぼ毎週、何か
をネット経由で買っている計算になる。50代、
60代でも年間利用回数は30回を上回っている。
ネット通販の利用が日常化してくるにつれて、
マス媒体からの情報収集の意味は薄れていく。
商品やサービスを購入する際の情報源について
は、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌の広告を重視
する割合が年々下がり続けており、逆にネット
上の情報、評価サイトやブログでの評判を重視
する割合は増加している。
ただし、リアル店舗からの情報収集の重要性
も実は増しているのである。最終的にはネット
で購入するケースもあるだろうが、情報収集の
ために消費者は店舗に足を運んでおり、店舗が
素通りされているわけではない。買回り品の場
合では、ショッピングモール、大型専門店、総
合ディスカウントストアは利用回数が増えてお
り、百貨店や家電量販店の利用回数も減ること
はなく安定している。ネット通販にリアル店舗
が押されているのは間違いないが、リアル店舗
にも売り場での接客や「体験」の提供、特徴あ
る商品の品揃え次第で復活の可能性は十分あ
る。ネットはビジネスモデルの寿命が短い上に
模倣されるリスクも高いが、競争力のあるリア
ル店舗はそう簡単に真似できるものではない。

利便性やエンターテインメント性など、リアル
店舗ならではの顧客誘引要素があれば消費者の
購買機会は増やせるはずだ。
ところで、2018年末にNRIが実施したインタ
ーネットアンケート調査では、今年10月に予定
されている消費増税が消費活動に与える影響を
尋ねている。過去 2回の増税実施前の調査、す
なわち13年末の調査（14年 4 月に増税）、16年
末の調査（17年 4 月の増税は結果的に延期）で
は、消費増税の家庭の消費活動への影響につい
て「非常に影響がある」との回答がそれぞれ44
％、45％であったのに対して、今回の調査では
36％にとどまっている。増税幅が前回の増税時
と比べて 2％と小さいこと、軽減税率やポイン
ト還元などの負担軽減策が講じられること、雇
用環境の改善などにより、消費者の暮らし向き
実感が前回調査時より好転していることなどが
その背景にあると考えられる。
このように、今回の消費増税の影響はかつて
ほど大きくない可能性がある。増税前に購入し
たいかどうかという設問でも、2013年の調査に
比べるとほとんどのカテゴリーでその比率は下
がっており、駆け込み消費も増税後の買い控え
も限定的かもしれない。ただし、世帯収入が低
いほど、家計収入が減っているほど、消費増税
の影響は大きいと回答している。また男女比で
は、女性ほど増税後の節約志向は強いという調
査結果になっている。細かく見れば、消費増税
による消費への影響も楽観は禁物である。
2019年度もめまぐるしい変化の一年となるで
あろう。消費者の動向をしっかり捉え、コンサ
ルティングとITサービスの両面から戦略パー
トナーとして認識いただけるよう、お客様の成
長戦略をご支援していきたい。	（このもとしんご）


